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介
護
保
険
料

の
使
い
道
を
紹
介
し
ま
す

● 

介
護
保
険
の
し
く
み

　

介
護
保
険
制
度
は
、
40
歳
以
上

の
皆
さ
ん
の
保
険
料
と
公
費
に
よ

り
市
町
村
な
ど
が
運
営
し
、
介
護

が
必
要
と
な
っ
た
と
き
に
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
で
き
る
し
く
み
で
す
。

　

介
護
保
険
制
度
が
導
入
さ
れ
た

背
景
に
は
、
高
齢
者
の
増
加
、
介

護
期
間
の
長
期
化
、
介
護
に
対
す

る
サ
ー
ビ
ス
要
望
の
増
大
な
ど
の

ほ
か
、
介
護
が
必
要
な
高
齢
者
を

支
え
る
家
族
の
構
成
や
状
況
の
変

化
が
あ
り
ま
す
。

　

第
１
号
被
保
険
者
の
保
険
料
は

所
得
な
ど
に
応
じ
て
決
ま
り
、
原

則
と
し
て
年
金
か
ら
の
差
し
引
き

に
よ
り
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す

（
65
歳
に
な
っ
た
翌
月
に
納
入
通

知
書
を
送
付
し
ま
す
）。

● 

介
護
保
険
の
財
源

　

介
護
保
険
の
財
源
の
う
ち
、
半

分
は
国
、
道
、
市
が
負
担
し
、
残

り
の
半
分
は
40
歳
〜
64
歳
の
方

（
第
２
号
被
保
険
者
）
と
65
歳
以

上
の
方
（
第
１
号
被
保
険
者
）
が

負
担
す
る
保
険
料
で
構
成
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

第
２
号
被
保
険
者
の
保
険
料
は

加
入
し
て
い
る
医
療
保
険
の
算
定

方
法
に
よ
り
決
ま
り
、
医
療
保
険

の
保
険
料
と
合
わ
せ
て
納
め
て
い

た
だ
き
ま
す
。

●
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
状
況

　

さ
ま
ざ
ま
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
の

保
険
給
付
費
は
年
々
増
加
し
て
い

ま
す
。
介
護
保
険
制
度
が
定
着

し
た
こ
と
に
よ
る
介
護
サ
ー
ビ

ス
利
用
者
数
・
利
用
量
の
増
加

や
、
介
護
に
従
事
す
る
人
の
待
遇

改
善
な
ど
に
よ
り
、
平
成
26
年
度

は
79
億
９
６
０
０
万
円
と
、
平

成
25
年
度
の
76
億
円
に
比
べ
て

● 

要
介
護
認
定
を
受
け
て
い

     

な
く
て
も

　

介
護
保
険
料
の
主
な
使
い
道
は

介
護
給
付
費
で
す
が
、
こ
の
他
に

要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
な
い
高

齢
者
に
対
す
る
事
業
に
も
使
わ
れ

て
い
ま
す
。
介
護
が
必
要
な
状
態

に
な
ら
ず
に
自
立
し
た
日
常
生
活

を
営
め
る
よ
う
支
援
す
る
介
護
予

防
事
業
や
、介
護
に
限
ら
ず
虐
待
・

消
費
者
被
害
の
防
止
な
ど
の
相
談

窓
口
と
し
て
高
齢
者
を
総
合
的
に

支
え
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

の
運
営
、
認
知
症
対
策
の
推
進
、

高
齢
者
の
給
食
サ
ー
ビ
ス
と
い
っ

た
さ
ま
ざ
ま
な
高
齢
者
支
援
な
ど

を
行
う
地
域
支
援
事
業
も
介
護
保

険
料
を
財
源
と
し
て
い
ま
す
。

 

介
護
保
険
課

　
　

  

☎
381-

１
０
６
７

3
億
９
６
０
０
万
円
の
増
額
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
の
介
護
サ
ー
ビ
ス

利
用
状
況
は
前
年
度
と
同
様
、
特

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
な
ど
の
施
設

介
護
サ
ー
ビ
ス
費
が
保
険
給
付
費

全
体
の
約
４
割
。
次
い
で
ホ
ー
ム

ヘ
ル
パ
ー
や
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
な
ど

の
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
、
グ

ル
ー
プ
ホ
ー
ム
な
ど
の
地
域
密
着

型
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
の
割
合
が
大

き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

平成 26 年度　介護保険の主なサービス　                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

サービス項目 サービス内容
平成26年度決算

介護 介護予防

施設介護サービス費 特養、老健などの施設サービス費 29億1,843万円

居宅介護サービス費 ホームヘルパー、デイサービスなどの居宅介護サービス費 24億5,015万円 5億6,981万円

地域密着型介護サービス費 グループホームなどの地域に密着したサービス費 10億8,227万円 564万円

特定入所者介護サービス費 低所得者の施設入所などにおける食費・居住費の助成費 3億5,835万円 60万円

居宅介護サービス計画費 ケアマネジャーへの報酬などの経費 2億8,652万円 6,361万円

住宅改修費 手すり設置などの住宅改修費 2,067万円 2,378万円

福祉用具購入費 ポータブルトイレなどの福祉用具の購入費 757万円 590万円

高額介護サービス費 自己負担額が上限額を超えた場合の助成費 1億6,830万円

高額医療合算介護サービス費
医療と介護の両方を利用し、合算した自己負担額が一定額を
超えた場合の助成費

2,636万円

65 歳以上 15 億 9,232 万円

40 ～ 64 歳 23 億 3,042 万円

合計 39 億 2,274 万円

江別市の平成 26年度
介護保険料収入           
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国
民
年
金
の
手
続
き
は
お
済
み
で
す
か
？

　

20
歳
以
上
、
60
歳
未
満
の
方
は

国
民
年
金
へ
の
ご
加
入
が
必
要
で

す
。
会
社
員
（
公
務
員
な
ど
を
含

む
）
の
方
が
退
職
し
た
と
き
は
、

厚
生
年
金
か
ら
国
民
年
金
へ
の
変

更
手
続
き
を
、
厚
生
年
金
の
資
格

喪
失
日
か
ら
14
日
以
内
に
行
っ
て

く
だ
さ
い
。
退
職
し
た
方
に
扶
養

さ
れ
て
い
る
配
偶
者
の
方
も
、
同

じ
く
国
民
年
金
へ
の
変
更
手
続
き

が
必
要
で
す
。

　

国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
が
遅

れ
た
り
、
保
険
料
未
納
の
期
間
が

あ
る
と
、
将
来
の
年
金
受
給
の
際

に
不
利
に
な
り
ま
す
の
で
、
速
や

か
に
手
続
き
く
だ
さ
い
。

　

保
険
料
は
、
前
納
や
口
座
振
替

に
よ
る
割
引
が
あ
り
ま
す
の
で
、

ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

参
照
）
は
、
申
請
に
よ
り
保
険
料

の
納
付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

③
学
生
納
付
特
例
申
請

　

学
生
の
方
で
前
年
所
得
（
1
月

分
か
ら
3
月
分
ま
で
の
保
険
料
は

前
々
年
所
得
）
が
一
定
額
以
下
の

場
合
は
、
申
請
に
よ
り
保
険
料
の

納
付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。
申
請
の

際
は
、
学
生
証
（
在
学
証
明
書
も

可
）
を
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

　

い
ず
れ
も
申
請
時
点
の
2
年
1

か
月
前
の
分
ま
で
申
請
で
き
ま
す
。

　

失
業
に
よ
り
申
請
を
行
う
際

は
、 

雇
用
保
険
被
保
険
者
離
職
票

な
ど
失
業
を
証
明
す
る
書
類
が
必

要
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

国
保
年
金
課
国
保
給
付
・

年
金
担
当
☎
381-

１
０
２
８

新
さ
っ
ぽ
ろ
年
金
事
務
所

☎
892-

９
３
１
６

保
険
料
を
支
払
え
な
い
と
き
は

　

国
民
年
金
の
保
険
料
を
納
め
る

こ
と
が
経
済
的
に
困
難
な
場
合

は
、
申
請
手
続
き
に
よ
り
保
険
料

の
納
付
が
免
除
ま
た
は
猶
予
さ
れ

る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

①
全
額
免
除
・
一
部
免
除
申
請

　

本
人
・
世
帯
主
・
配
偶
者
の
前

年
所
得
（
1
〜
6
月
分
ま
で
の
保

険
料
は
前
々
年
所
得
）
が
一
定
額

以
下
の
場
合
（
左
下
表
参
照
）
は
、

申
請
に
よ
り
保
険
料
の
全
額
ま
た

は
一
部
が
免
除
に
な
り
ま
す
。

②
納
付
猶
予
申
請

　

30
歳
未
満
の
方
で
、
本
人
・
配

偶
者
の
前
年
所
得
（
1
〜
6
月
分

ま
で
の
保
険
料
は
前
々
年
所
得
）

が
一
定
額
以
下
の
場
合
（
左
下
表

今年度の国民年金
保険料は1か月
1万 5,590円です。

介護予防事業などの地域支援事業をご紹介します
・地域包括支援センターの運営 ・高齢者向け徘徊位置検索サービス（自己負担あり）

・元気の達人養成講座 ※詳細・申込みは 21ページへ ・認知症高齢者家族やすらぎ支援（自己負担あり）

・市内各地での介護予防出前講話 ・在宅高齢者への給食サービス（自己負担あり）

　市内 4 か所に設置された高齢者を地域で支えていく
ための施設です。ケアプラン作成や介護予防事業、総合
相談支援などを行っています。

　65歳以上で要支援・要介護認定をお持ちでない方が健
康寿命を延ばすヒントを学べる講座です。転倒防止、認
知症予防などの講座だけでなく、体操で体を動かします。

　ご家族の方が留守にするときや介護疲れで休息が必要
なときなど、支援員が伺い、高齢者の方の話し相手にな
りながら見守りを行うサービスです。

　高齢者を含む団体を対象に介護予防に関する講話を開
催しています。ご要望に応じて、訪問して講話します。

　おおむね 65歳以上の世帯などで、病気や障がいなどの
ために買い物や調理ができない方に夕食を配食します。

　認知症などにより、外出先から帰れないことのある高
齢者を自宅で介護をしている方を対象に、「GPS 端末」を
貸し出し、高齢者の位置を検索してもらうサービスです。

詳細は介護保険課  ☎ 381-1067 へお問い合わせください。
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　過去 5年以内に納め忘れた国民年
金保険料を納付することで将来の年
金額を増やすことができる「後納制
度」が、今年 10月 1日より 3年間限
りの特例として開始されました。老
齢基礎年金を受給している方などは、
後納制度の利用はできません。また、
制度の利用には申し込みが必要です。

 国民年金保険料専用ダイヤル
　　  ☎ 0570-011-050
　　  新さっぽろ年金事務所
　　  ☎ 892-9316

5年の後納制度
国民年金保険料

世帯構成 全額免除・
納付猶予該当

単身世帯 57万円
（122 万円）

夫婦2人世帯 92 万円
（157 万円）

夫婦と2子の
4人世帯

162 万円
（257 万円）

・夫婦は一方が他方を扶養する場合
・（　）内は給与所得者の年収ベース

世帯構成別所得額のめやす

始まりました！
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